
指針第２号様式

１　地球温暖化対策事業者の概要

２　地球温暖化対策実施状況書の公表方法等

○

令和5年7月31日 ～

業 種 教育、学習支援業

業 務 部 門 に お け る
建 築 物 の 主 た る 用途

学校

工 場 等 の 所 在 地

自社ビル等（自ら所有し自ら使用している建築物）

地　球　温　暖　化　対　策　実　施　状　況　書

地球温暖化対策事業者
（ 届 出 者 ） の 名 称

学校法人　名城大学

地球温暖化対策事業者
（ 届 出 者 ） の 住 所

愛知県名古屋市天白区塩釜口一丁目501番地

工 場 等 の 名 称 学校法人　名城大学　八事キャンパス

学校法人名城大学　施設部（本部棟３階）

ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞ

(HPアドレス)

事 業 の 概 要 高等教育機関

計 画 期 間 ～ 令和7年3月31日令和4年4月1日

愛知県名古屋市天白区八事山150番地

建 築 物 の 所 有 形 態

令和5年10月29日公 表 期 間

公 表 方 法

掲示
閲覧

( 場 所 )

(冊子名・
入手方法)冊　子

052-838-2013公 表 に 係 る 問 合 せ先

その他 (その他詳細)



指針第２号様式

３　地球温暖化対策の推進に関する方針及び推進体制

（１）地球温暖化対策の推進に関する方針

（２）地球温暖化対策の推進体制

別図「名城大学環境管理組織図」を参照

１．環境マネジメント
　　Meijo-EMSについて、環境関連法規の要求事項を含む内容に見直しを実施して以降、
　　継続して、Meijo-EMSの運用及び法令順守を徹底する。
　　同時に、地球温暖化対策として身近な環境活動を学生・教職員で実行する。
　　電力管理部署による一括制限と同時に、学生・教職員一人一人における省エネ行動
　　を実践するよう啓発する。その他、省エネに関する改善提案を広く求める。

２．環境教育の機会を設定
　　学生・教職員が環境活動に参加する機会を増やし、環境保全体制づくりに努める。
　（打ち水大作戦、キャンドルナイト、クリーンアップ大作戦、環境フォーラム、
　　大学祭における廃棄物処理の指導など）

３．グリーン購入の推奨。

４．他大学との地球温暖化対策に関する情報共有をする。



指針第２号様式

４　温室効果ガスの排出の状況

1 4 年度）の温室効果ガス排出の状況

５　温室効果ガス排出量の抑制に係る目標の達成状況

（１）温室効果ガス排出量の抑制目標の達成状況

令和 3 年度 令和 6 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

％ ％ ％ ％

t-CO2 t-CO2 t-CO2

％ ％ ％

令和 3 年度 令和 6 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度
kg-CO2 kg-CO2 kg-CO2 kg-CO2 kg-CO2

 / ㎡  / ㎡  / ㎡  / ㎡  / ㎡

％ ％ ％ ％

kg-CO2 kg-CO2 kg-CO2

 / ㎡  / ㎡  / ㎡

％ ％ ％

（２）進捗状況に対する自己評価（目標の達成／非達成の理由）

備考３　原単位あたりの排出量とは、事業活動の特性を的確に示すものとして事業者自らが選択する工場等の床面積、製品
　　　の出荷量その他の指標になる単位量あたりの温室効果ガス排出量をいいます。

原 単 位 あ た り の
排 出 量

削減率（対 基準年度）

項　　　　目
基準年度の実績

3.0 0.4

原 単 位 あ た り の
み な し 排 出 量

⑨三ふっ化窒素 t-CO2

年度目（令和

計画期間の実績

温 室 効 果 ガ ス
総 排 出 量

2,316 2,247 2,308

70.32

温 室 効 果 ガ ス
み な し 総 排 出 量

削減率（対 基準年度）

削減率（対 基準年度）

目標

備考２　温室効果ガス総排出量とは、エネルギー起源二酸化炭素の排出量と、種類ごとに3,000トン以上の温室効果ガスの排
　　　出量の合算をいいます。

3.0 0.3

備考４　温室効果ガスみなし総排出量とは、温室効果ガス総排出量に対し、クレジット等の環境価値に相当するもの及び再
　　　生可能エネルギー等の利用による温室効果ガスの削減量等を調整したものをいいます。

項　　　　目
基準年度の実績

削減率（対 基準年度）

70.57 68.45

t-CO2

温室効果ガス総排出量（①～⑩合計） 2,308 t-CO2

温室効果ガス総排出量及び原単位当たりの排出量は、令和３年度と比較するといずれもわずか
に減っているが、このペースでは、令和６年度の目標達成には到達できないと考える。目標達
成のため、令和４年度の対策内容等を検討し、その結果を令和５年度に生かしたいと考える。

備考１　温室効果ガスの排出の状況のうち、エネルギー起源二酸化炭素を除く温室効果ガスの排出量については、温室効果
　　　ガスの種類ごとに3,000トン以上の場合に限り計上してください。

目標

温室効果ガスの抑制の目標設定方法 総排出量及び原単位排出量

⑩エネルギー起源二酸化炭素（発電所等配分前）

計画期間の実績

t-CO2

⑥ハイドロフルオロカーボン類 t-CO2

①
を
除
く

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（
二
酸
化
炭
素
換
算
）

②非エネルギー起源二酸化炭素（③を除く。） t-CO2

③廃棄物の原燃料使用に伴う非エネルギー起源二酸化炭素

⑤一酸化二窒素

⑦パーフルオロカーボン類 t-CO2

2,308

t-CO2

④メタン

t-CO2

t-CO2

計画期間

⑧六ふっ化硫黄

t-CO2

①エネルギー起源二酸化炭素の排出量



指針第２号様式

６　温室効果ガスの排出の抑制に係る措置の実施状況

（１）自らの事業活動に伴い排出される温室効果ガスの抑制に係る措置の実施状況

燃料（ガソリ
ン・軽油）の消
費量を前年度よ
り削減する。

環境教育活動を
実施し、環境保
全への意識向上
と具体的な取り
組みを推進す
る。

ハイドロフルオ
ロカー
ボン等の排出抑
制

①フロン類充填機器の定期点検を実施する。
②地球温暖化係数が低いや温室効果ガスに該
当しない
　機器への転換を推奨する。
③フロン類充填機器の適正管理・適正処分を
徹底する。

フロン類充填機
器の適正な管理
を行い温室効果
ガスの漏洩を防
ぐ。

フロン類充填機器の適正処分の取
り組んだ。

具体的な取組の内容

燃料（ガソリン・軽油）の消費量
の軽減するため公共交通機関の利
用を推進した。

廃棄物の排出抑
制等

①会議資料等のペーパーレス化
②紙資源の分別廃棄、購入量・廃棄量の公開
③３Ｒの周知
④廃棄物分別廃棄の周知

一般廃棄物・産
業廃棄物の排出
量を前年度より
削減する。

廃棄物の分別に取り組んでいる。

電力使用量を前
年度比１％削減
する。

①冷暖房温度の適正値設定（冷房28℃、暖房
20℃）
②クールビズ、ウォームビズの推奨
③空調稼働時の扉の開閉の周知
④屋上緑化、グリーンカーテンの設置
⑤不要照明の消灯

取組の目標取組の区分 取組の実施状況

クリーンアップ大作戦等の環境教
育活動を実施し、環境保全への意
識向上に取り組んだ。

環境教育 ①環境保全の啓発活動を実施する。
②学生ワーキングにおける環境活動を実施す
る。
　[クリーンアップ大作戦]
　[打ち水大作戦]
　[キャンドルナイトの実施]
③環境フォーラムを実施する。
①公用車更新時に、低燃費車・低公害車を選
定する。
②定期点検・整備を実施し、公用車の性能を
維持する。
③キャンパス間の移動において、公共交通機
関や自転車
　の利用を推奨する。

自動車利用にお
ける取
組

電力使用量を前年度比１％削減の
ため冷暖房の管理に加え衣類等の
調整に取り組んだ。

省エネルギー、
省資源活動の推
進



指針第２号様式

（２）再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの利用の状況

　 ア　計画期間 1 年度目（ 令和 4 年度）における利用の状況

　イ 上記のうち、他のものに供給した電力及び熱

（３）環境価値（クレジット等）の活用の状況

計画期間 1 年度目（ 令和 4 年度）におけるクレジット等の利用

（４）みなしの排出量の算定に利用した温室効果ガス換算量（みなしの削減量）の合計

（５）その他の地球温暖化対策に係る措置の実施状況

（６）「環境保全の日」等に特に推進すべき取組の実施状況

次の産業廃棄物について、適正に再資源化できる業者へ、有価物として引き渡した。
　①パソコン及びその周辺機器
　②計測機器等
　③金属製粗大物、金属の切削くず

学生の環境活動として、クリーンアップ、打ち水大作戦、キャンドルナイト等のイベントを実
施した。

t-CO2

t-CO2

t-CO2

導入年度

創出地

t-CO2

温室効果ガス換算量（みなしの削減量）再生可能エネルギーの種類

t-CO2

t-CO2

区　分

電　力

熱

クレジット等の種類

t-CO2

温室効果ガス換算量（みなしの削減量）

設備等の種類 概要（規模、性能、発生エネルギー量等）



別図　　　名城大学環境管理組織図　　［2023年4月1日時点］

＊１：◎印は『環境保全委員』設置部署。

環境管理責任者
≪学長≫

常勤理事会

経営企画課

　学長室

　施設課

　開発課

　財務課

　総合企画部

◎施設部

環境保全委員長
≪副学長≫

環境保全委員会
≪分掌＝施設部≫

　監査室

　総合学術研究科

　開学100周年事業室

　財務部

◎総務部

　体育科学センター

　インターナショナル教育・研究センター

　附属図書館

　スポーツマネジメント課

　大学教育開発センター

　学術研究支援センター

　法務課

　ナゴヤドーム前キャンパス図書
館

　情報処理課

　薬学部分館

　情報管理課

　総務課

　教職センター

　国際化推進センター

　情報センター

　人事課

　秘書課

◎学務センター

　社会連携センター

　入学センター

　保健センター

　渉外部 　渉外課

　広報課

　経理課

　東京オフィス

◎ナゴヤドーム前キャンパス事務室

◎都市情報学部
　都市情報研究科

　LED共同研究センター

　分析センター

　総合研究所

◎人間学部
　人間学研究科

◎外国語学部

　キャリアセンター

　障がい学生支援センター

　医薬情報セン
ター

◎薬学部
　薬学研究科

大学 ◎法学部
　法学研究科

◎附属高等学校

　附属農場

◎経営学部
　経営学研究科

◎理工学部
　理工学研究科

◎情報工学部

◎経済学部
　経済学研究科

◎農学部
　農学研究科

学部
大学院


